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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

2018年８月10日に提出しました第59期第１四半期(自 2018年４月１日　至 2018年６月30日)四半期報告書の記載事

項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出するものです。

当社グループは、第59期第１四半期よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（2014年５月公表）及び

「IFRS第15号の明確化」（2016年４月公表）（あわせて以下、「IFRS第15号」という。）を適用していますが、第59

期第２四半期において、改めて顧客との契約の精査を行い、IFRS第15号の定義に基づき顧客の識別を見直した結果、

販売代理店を介した一部の売上取引について、販売代理店が顧客であると評価しました。

当該販売代理店との取引価額に基づき対価の算定を行ったところ、売上収益と売上原価をそれぞれ1,803百万円減額

すべきであることが判明しましたので、要約四半期連結財務諸表を訂正するものです。

なお、訂正後の要約四半期連結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しています。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

連結経営指標等

第２　事業の状況

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1) 経営成績等の分析

ⅰ 連結経営成績の概況

（当第１四半期）

ⅱ セグメント業績の概況

① HRテクノロジー事業

（業績の概況）

第４　経理の状況

２．監査証明について

１　要約四半期連結財務諸表

②　要約四半期連結損益計算書

第１四半期

要約四半期連結財務諸表注記

１．報告企業

３．重要な会計方針

（会計方針の変更）

６．事業セグメント

(2) 報告セグメントに関する情報

７．売上収益

(1) 分解した収益とセグメント収益の関連

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しています。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

(訂正前)

回次 前第１四半期 当第１四半期 前年度

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年６月30日

自　2018年４月１日
至　2018年６月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上収益 （百万円） 524,396 567,277 2,173,385
 

(略)

(訂正後)

回次 前第１四半期 当第１四半期 前年度

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年６月30日

自　2018年４月１日
至　2018年６月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上収益 （百万円） 524,396 565,474 2,173,385
 

(略)

 

EDINET提出書類

株式会社リクルートホールディングス(E07801)

訂正四半期報告書

 3/14



第２ 【事業の状況】

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 経営成績等の分析

ⅰ 連結経営成績の概況

（当第１四半期）

(訂正前)

（単位：十億円）

 前第１四半期 当第１四半期 増減
増減率
（％）

連結経営成績     

 売上収益（注１） 524.3 567.2 42.8 8.2

  HRテクノロジー 46.4 71.1 24.6 53.0

  メディア＆ソリューション 165.2 173.5 8.3 5.0

  人材派遣 318.0 329.1 11.0 3.5

(略)

売上収益に対する為替影響額（注７、８）     

 連結  - 3.5 - -

 人材派遣：海外  - 4.6 - -
 

(略)

（連結経営成績の概況）

当第１四半期における売上収益は5,672億円（前年同期比8.2％増）となりました。これは、HRテクノロジー事

業、メディア＆ソリューション事業及び人材派遣事業が全て増収となり、特にHRテクノロジー事業の成長が寄与

したことによるものです。なお、売上収益に対する為替影響額は35億円のプラス寄与となりました。

(略)

 

(訂正後)

（単位：十億円）

 前第１四半期 当第１四半期 増減
増減率
（％）

連結経営成績     

 売上収益（注１） 524.3 565.4 41.0 7.8

  HRテクノロジー 46.4 69.3 22.8 49.1

  メディア＆ソリューション 165.2 173.5 8.3 5.0

  人材派遣 318.0 329.1 11.0 3.5

(略)

売上収益に対する為替影響額（注７、８）     

 連結  - 3.5 - -

 人材派遣：海外  - 4.6 - -
 

(略)

（連結経営成績の概況）

当第１四半期における売上収益は5,654億円（前年同期比7.8％増）となりました。これは、HRテクノロジー事

業、メディア＆ソリューション事業及び人材派遣事業が全て増収となり、特にHRテクノロジー事業の成長が寄与

したことによるものです。なお、売上収益に対する為替影響額は35億円のプラス寄与となりました。

(略)
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ⅱ セグメント業績の概況

① HRテクノロジー事業

（業績の概況）

(訂正前)

当報告セグメントはオンライン求人情報専門検索サイト「Indeed」と、これに関連する事業で構成されてい

ます。なお、2018年６月21日に子会社化が完了したGlassdoorの業績は第２四半期以降、当報告セグメントの業

績に寄与します。

 
当第１四半期における売上収益は711億円（前年同期比53.0％増）となりました。これは主に、好調な経済環

境及び雇用市場を背景に、新規クライアントの獲得及び既存クライアントによる「Indeed」のサービス利用が

拡大したことによるものです。米ドルベース売上（注）は前年同期比56.0%の増加となりました。

(略)

当報告セグメントの業績及び関連データ等は以下のとおりです。

 

（単位：十億円）

 前第１四半期 当第１四半期 増減
増減率
（％）

売上収益 46.4 71.1 24.6 53.0

セグメント利益（セグメントEBITDA） 7.7 9.4 1.6 21.6

参考：米ドルベース売上（注）
（単位：百万米ドル）

418 652 234 56.0
 

（注）当報告セグメントの現地決算数値であり、IFRSに基づく当社連結決算数値に含まれる数値とは異なりま

す。

 

(訂正後)

当報告セグメントはオンライン求人情報専門検索サイト「Indeed」と、これに関連する事業で構成されてい

ます。なお、2018年６月21日に子会社化が完了したGlassdoorの業績は第２四半期以降、当報告セグメントの業

績に寄与します。

 
当第１四半期における売上収益は693億円（前年同期比49.1％増）となりました。これは主に、好調な経済環

境及び雇用市場を背景に、新規クライアントの獲得及び既存クライアントによる「Indeed」のサービス利用が

拡大したことによるものです。米ドルベース売上（注１）は前年同期比51.7%の増加となりました。また、前年

同期にIFRS第15号に基づく会計方針の変更が適用されたと仮定すると、米ドルベース売上（注２）は前年同期

比57.6%の増加となりました。

(略)

当報告セグメントの業績及び関連データ等は以下のとおりです。

 

（単位：十億円）

 前第１四半期 当第１四半期 増減
増減率
（％）

売上収益 46.4 69.3 22.8 49.1

セグメント利益（セグメントEBITDA） 7.7 9.4 1.6 21.6

参考：米ドルベース売上（注１）
（単位：百万米ドル）

418 634 216 51.7

参考：米ドルベース売上（注１、２）
（単位：百万米ドル）

402 634 231 57.6
 

（注１）当報告セグメントの現地決算数値であり、IFRSに基づく当社連結決算数値に含まれる数値とは異な

り　　ます。

（注２）IFRS第15号に基づく会計方針の変更が前第１四半期においても適用されたと仮定した参考数値です。
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第４ 【経理の状況】

 

２．監査証明について

(訂正前)

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。なお、従来、当社が監査証明を受

けている新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日に名称を変更し、EY新日本有限責任監査法人となりました。

 

(訂正後)

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。なお、従来、当社が監査証明を受

けている新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日に名称を変更し、EY新日本有限責任監査法人となりました。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出していますが、訂

正後の要約四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

② 【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期】

(訂正前)

（単位：百万円）

 注記
前第１四半期

（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

 
当第１四半期

（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

　売上収益 ７ 524,396  567,277

　売上原価  282,760  290,295

　売上総利益  241,635  276,982

     

　販売費及び一般管理費  184,283  215,088

　その他の営業収益  351  7,042

　その他の営業費用  1,377  1,096

　営業利益  56,326  67,839

     

　持分法による投資損益（△は損失）  1,202  △2,010

　金融収益  1,850  2,095

　金融費用  264  192

　税引前四半期利益  59,115  67,731

　法人所得税費用  18,655  20,139

　四半期利益  40,460  47,592

     

四半期利益の帰属     

　親会社の所有者  40,219  47,363

　非支配持分  240  228

　四半期利益  40,460  47,592

     
親会社の所有者に帰属する
１株当たり四半期利益

    

　基本的１株当たり四半期利益（円） ９ 24.08  28.35

　希薄化後１株当たり四半期利益（円） ９ 24.03  28.29
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(訂正後)

（単位：百万円）

 注記
前第１四半期

（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

 
当第１四半期

（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

　売上収益 ７ 524,396  565,474

　売上原価  282,760  288,492

　売上総利益  241,635  276,982

     

　販売費及び一般管理費  184,283  215,088

　その他の営業収益  351  7,042

　その他の営業費用  1,377  1,096

　営業利益  56,326  67,839

     

　持分法による投資損益（△は損失）  1,202  △2,010

　金融収益  1,850  2,095

　金融費用  264  192

　税引前四半期利益  59,115  67,731

　法人所得税費用  18,655  20,139

　四半期利益  40,460  47,592

     

四半期利益の帰属     

　親会社の所有者  40,219  47,363

　非支配持分  240  228

　四半期利益  40,460  47,592

     
親会社の所有者に帰属する
１株当たり四半期利益

    

　基本的１株当たり四半期利益（円） ９ 24.08  28.35

　希薄化後１株当たり四半期利益（円） ９ 24.03  28.29
 

 

EDINET提出書類

株式会社リクルートホールディングス(E07801)

訂正四半期報告書

 8/14



【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

(訂正前)

(略)

当社の2018年６月30日に終了する第１四半期の要約四半期連結財務諸表は、2018年８月10日に代表取締役社長兼

CEO　峰岸 真澄及び取締役兼専務執行役員兼CFO　佐川 恵一によって承認されています。

　

(訂正後)

(略)

当社の2018年６月30日に終了する第１四半期の要約四半期連結財務諸表は、2018年11月13日に代表取締役社長兼

CEO　峰岸 真澄及び取締役兼専務執行役員兼CFO　佐川 恵一によって承認されています。
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３．重要な会計方針

（会計方針の変更）

(訂正前)

(略)

また、顧客へのサービスの提供に他の当事者が関与している取引について、サービスの履行義務を充足する前に当

社グループがサービスを支配しているか検討を行った結果、当社グループはサービスを支配していないと評価しまし

た。そのため一部の顧客への売上収益の表示について総額表示から純額表示に変更しています。

結果として、従前の会計基準を適用した場合と比較すると、当第１四半期の要約四半期連結損益計算書において、

売上収益及び売上原価が3,785百万円それぞれ減少しています。

　

(訂正後)

(略)

さらに、上記の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約における履行義務の識別を行いました。

販売代理店を介した一部の売上取引について、顧客の識別を見直した結果、販売代理店が顧客であると評価しまし

た。そのため当該代理店との取引価額に基づき対価の算定を行う方法に変更しています。

また、顧客へのサービスの提供に他の当事者が関与している取引について、サービスの履行義務を充足する前に当

社グループがサービスを支配しているか検討を行った結果、当社グループはサービスを支配していないと評価しまし

た。そのため一部の顧客への売上収益の表示について総額表示から純額表示に変更しています。

結果として、従前の会計基準を適用した場合と比較すると、当第１四半期の要約四半期連結損益計算書において、

売上収益及び売上原価が5,588百万円それぞれ減少しています。
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６．事業セグメント

(2) 報告セグメントに関する情報

(訂正前)

(略)

　　当第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

     （単位：百万円）

 
 
 

報告セグメント

全社／消去 連結HRテクノロ
ジー

メディア＆ソ
リューション

人材派遣 合計

売上収益       

外部顧客からの
売上収益

69,745 171,988 325,543 567,277 － 567,277

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

1,361 1,555 3,566 6,483 △6,483 －

合計 71,107 173,543 329,110 573,760 △6,483 567,277

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

9,447 47,386 24,038 80,872 △2,145 78,727

減価償却費及び償却費      16,833

その他の営業収益      7,042

その他の営業費用      1,096

営業利益      67,839

持分法による
投資損益（△は損失）

     △2,010

金融収益      2,095

金融費用      192

税引前四半期利益      67,731
 

　

(訂正後)

(略)

　　当第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

     （単位：百万円）

 
 
 

報告セグメント

全社／消去 連結HRテクノロ
ジー

メディア＆ソ
リューション

人材派遣 合計

売上収益       

外部顧客からの
売上収益

67,942 171,988 325,543 565,474 － 565,474

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

1,361 1,555 3,566 6,483 △6,483 －

合計 69,303 173,543 329,110 571,957 △6,483 565,474

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

9,447 47,386 24,038 80,872 △2,145 78,727

減価償却費及び償却費      16,833

その他の営業収益      7,042

その他の営業費用      1,096

営業利益      67,839

持分法による
投資損益（△は損失）

     △2,010

金融収益      2,095

金融費用      192

税引前四半期利益      67,731
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７．売上収益

(1) 分解した収益とセグメント収益の関連

(訂正前)

主要な財・サービスのライン及びセグメント収益の関連は以下のとおりです。

（単位：百万円）

 
当第１四半期

（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

HRテクノロジー 71,107

メディア＆ソリューション 173,543

販促領域 93,650

住宅分野 24,206

結婚分野 13,914

旅行分野 14,055

飲食分野 9,267

美容分野 17,201

その他 15,004

人材領域 79,074

国内人材募集分野 70,265

その他 8,808

全社／消去
（メディア＆ソリューション）

818

人材派遣 329,110

国内派遣領域 135,638

海外派遣領域 193,472

全社／消去 △6,483

合計 567,277
  

 

(略)
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(訂正後)

主要な財・サービスのライン及びセグメント収益の関連は以下のとおりです。

（単位：百万円）

 
当第１四半期

（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

HRテクノロジー 69,303

メディア＆ソリューション 173,543

販促領域 93,650

住宅分野 24,206

結婚分野 13,914

旅行分野 14,055

飲食分野 9,267

美容分野 17,201

その他 15,004

人材領域 79,074

国内人材募集分野 70,265

その他 8,808

全社／消去
（メディア＆ソリューション）

818

人材派遣 329,110

国内派遣領域 135,638

海外派遣領域 193,472

全社／消去 △6,483

合計 565,474
  

 

(略)
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2018年11月13日

株式会社リクルートホールディングス

　取　締　役　会　　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 室   橋 　陽   二 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三　ッ　木　 最　 文 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三　　木　　拓　　人 ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リク

ルートホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年

４月１日から2018年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る訂

正後の要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期

連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、株式会社リクルートホールディングス及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、要約四半期連結財務諸表を訂正している。

なお、当監査法人は、訂正前の要約四半期連結財務諸表に対して2018年８月10日に四半期レビュー報告書を提出した。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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